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令和 6 年能登半島地震に関する JANPU の対応について 

                        一般社団法人日本看護系大学協議会 

災害支援対策委員会 

                           

１．地震の概要（内閣府の発表をもとに作成） 

（１）地震発生  

・１月１日１６時１０分 

  ・震源：石川県能登地方 

    ・規模：マグニチュード 7.6（暫定値） 

  ・石川県 震度７（志賀町、輪島市）～5 強（金沢市、小松市など 7 市町村） 

   新潟県 震度６弱～５強 

   富山県 震度５強 

   福井県 震度５強 

（２）津波注意報 

・１月１日１６時１０分に発生した石川県能登半島地震により津波注意報発令 

   １月２日１０時にすべて解除 

（３）人的・住家屋被害等の状況については、下記内閣府発表を参照。 

https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/r60101notojishin/pdf/r60101notojishin_25.pdf  

（４）避難所 

  ・２０２４年１月２９日現在、４９１か所の避難所で１４，５６３名が避難。 

 

２．JANPU 災害支援対策委員会の被害状況把握と対応経過（２０２４年 2 月 5 日現在） 

（１）１月１日：災害支援対策委員会担当理事、総務担当委員から JANPU 災害連携ネットワー

ク中部ブロック担当委員に安否確認メールを配信 

  ・中部ブロック担当委員から連絡：担当教員大学周辺では、強い揺れにより（震度５）住民

が高台に避難 

・所属大学トイレを地域に開放、石川、富山の高速道路の寸断あり。 

（２）１月２日：災害支援対策委員会委員間でメール情報交換：被害状況把握はまだ困難。会員

校の負担を配慮し被害状況把握の時期を検討する。 

（３）１月３日：中部ブロック担当委員より中部小ブロック代表の担当者と連絡をとっているこ

と、下記の被害状況と被害調査計画の情報共有。 

  ・珠洲市は家屋被害甚大（ほぼ９割） 

  ・余震持続（震度５） 

  ・北陸ブロック（石川、新潟、富山、福井の３５市１１町１村）に災害救助法が適用された。 

  ・中部ブロックの災害連携ネットワーク登録校に地震被害へのお見舞いを申しあげるととも

に、学生・教職員の安否や被害を心配しているため、被害状況の調査を行いたいことをブ

ロック担当者からメールで配信。 

（４）１月４日：緊急で災害支援対策委員会の開催日程調整の案内を委員に配信 

（５）１月４日：JANPU 代表理事に委員会の対応について報告 

（６）１月１０日：緊急災害支援対策委員会開催（１８時～１９時）：被害状況把握の調査時期、

内容、方法の検討、支援方針等に関する検討。 

 

https://www.bousai.go.jp/updates/r60101notojishin/r60101notojishin/pdf/r60101notojishin_25.pdf
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（７）１月１１日：災害支援対策委員会の検討内容を代表理事に報告し情報共有。 

・被害状況調査の実施計画 

・JANPU としての支援方針と内容を検討する 

・授業、演習、保健師助産師看護師国家試験等、大学の教育面での課題確認と JANPU の検討

確認。 

  ・代表理事から、石川県の会員校の被害と支援課題等に関する情報提供あり。 

（８）１月１２日～１５日：被害状況調査の方法に関して、委員会メンバーと事務局、代表理事

と検討し、全国の会員校を対象とした調査とすることを決定。 

・１月１５日から１月２９日まで全会員校を対象に被害状況調査を実施。 

（９）１月１５日：中部ブロック担当委員から、メールによる被害状況報告あり 

・建物等の被害状況と授業対応等について報告あり。  

（１０）１月１５日：会員校より「支援を行っているが、支援に対する協力体制を他大学と組め

ないか」との問い合わせがあり、中部ブロック担当者に下記の情報を確認した上で問い

合わせに対応する。 

   ・現在の支援活動の状況報告 

   ・学会活動や大学の支援活動 

   ・中部ブロックの災害連携ネットワーク登録校に対し、メーリングリストを活用し支援活

動やニード調査を検討する。 

（１１）１月１６日：中部ブロック担当者からの被害状況を代表理事に報告。 

   ・会員校より「看護大学としての長期的視点で方針を検討するために災害経験のある大学

の時間軸での報告書などを参考にしたい」旨の依頼が代表理事経由であった。 

・東日本大震災での被災経験のある宮城大学の協力により、「東日本大震災 宮城大学 

500 日の記録－宮城大学の被害と対応、各学部での復興支援活動」報告書について、大

学の承認を得たのち、要望のあった会員校代表者に１月１８日に送付（その他関連資料

も含め）。 

（１２）１月１９日：日本看護系大学協議会、日本看護系学会協議会、日本災害看護学会、日本

看護科学学会の４団体によるオンライン会議；各団体の災害担当者により、令和６年能

登半島地震の取り組みに関する情報共有会を開催。 

    今後も情報共有していく方針とした。 

（１３）１月２２日～：中部ブロック災害連携ネットワークを活用し、ブロック内の大学の支援

状況把握の調査を依頼。 

(１４)１月２６日：中部ブロック災害支援の実態把握と支援ニードの調査結果をブロック担当者

より報告。 

（１５）１月２６日：JANPU 理事会で、能登半島地震による会員校の被害状況を報告し対応方針

等の検討を行う。 

（１６）１月２９日：これまでの調査結果を JANPU ホームページ内「災害支援について」に掲載

する方針とすることを委員会で決定。 

（１７）２月５日：下記の資料をホームページに掲載予定とする。 

①能登半島地震に対する JANPU の対応 

②能登半島地震による会員校の被災状況 

③能登半島地震に対する会員校の支援ニードと支援活動状況把握（中部ブロック） 

 

  ＊２０２４年 2 月 5 日現在までの経過。これ以降更新していく予定である。 


